	府立学校教科用図書採択要領　新旧対照表

	変更前（平成２６年度使用）
	変更後（平成２７年度使用）

	１　教科用図書の調査研究について

（１）　校長は、教科用図書の調査研究を十分に行い、選定すること。その際、公正な選定をするため、教科書の編集者・著作者が選定に関与することのないよう配慮すること。また、各学校に置かれている学校協議会など、より広い視野からの意見も参考にするよう努めていくこと。

２　教科用図書の選定について

　　校長は、調査研究の報告等を参考に、教科用図書を選定し、別に定める様式（選定報告書、選定理由書、選定一覧表及び選定理由一覧表）により、教育委員会に報告すること。

	１　教科用図書の調査研究について

（１）　校長は、教科用図書の調査研究を十分に行い、選定能力を高めること。その際、公正な選定をするため、教科書の編集者・著作者が選定に関与することのないよう配慮すること。また、各学校に置かれている学校協議会など、より広い視野からの意見も参考にするよう努めていくこと。

２　教科用図書の選定について

　　校長は、府教育委員会が通知した調査研究結果を踏まえ、教科用図書を選定し、別に定める様式（選定報告書、選定理由書、選定一覧表及び選定理由一覧表）により、教育委員会に報告すること。



	高等学校用教科用図書選定の手引き　新旧対照表

	変更前（平成２６年度使用）
	変更後（平成２７年度使用）

	総則

２　教科書の採択

　　文部科学省検定済教科書は、通常、１種目について数種類発行されているので、これら複数発行されているものの中から、学校で使用する教科書を決定する必要がある。このように、１種類の教科書を選び出す行為を採択といい、府立学校で使用する教科書の採択は府教育委員会が行うこととなっている。

　　したがって、府教育委員会が採択を行うに当たり、各学校においては校内に教科用図書選定調査委員会を設け、教育課程の計画に基づき、文部科学大臣が作成した「教科書目録」に登載されているものの中から、種目ごとに適切な教科書を選定すること。

　　なお、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学大臣が著作の名義を有する教科用図書がない場合には、学校教育法施行規則第８９条の規定により、他の適切な教科用図書を使用できることとなっているので、「大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則」第７条の規定に基づき、あらかじめ、書名、定価等を教育委員会に届け出ること。

４　採択の公正確保

(３)教科書業界の自主規制

教科書業界において、公正確保に関する諸規則が円滑に実施されるよう、教科書発行者、教科書供給業者等により、「教科書公正取引協議会」が設立され、「教科書公正取引実施細則」を定めている。

社団法人教科書協会も、平成１９年１月、「教科書宣伝行動基準」を定めている。

具体的内容については、文部科学省からの通知文「平成２６年度使用教科書の採択について（通知）」及び社団法人教科書協会の「教科書宣伝行動基準」を参照すること。
５　各教科の使用教科書の選定

　　各教科における使用教科書の選定に当たっては、以下の点に留意すること。

●生徒の実態に即した学習指導の在り方等について共通理解を図り、学校としての選定方針を明確にすること。

●人権尊重の立場に立って、偏見や差別意識を助長する表記・表現、挿絵、写真等がないかどうかについて各教科書の内容を十分に調査すること。

●「教科書選定に当たっての基本的留意事項」、「教科書選定に当たっての調査項目とその留意事項」を参考として、教科担当者全員による協議の上、選定すること。

国語
４　正確性及び表記・表現

　(5) 特に人権尊重教育を推進する観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。

地理・歴史
３　構成・排列

　(1)・(2)・(4) 省略
　(3) 学習指導要領に示す「内容の取扱い」に照らして、選択して学習することができるよう配慮がされていること。
(4) 生徒の理解や習熟の程度に応じ、学習内容を確実に身につけることができるように学習指導要領に示す内容及び内容の取扱いに示す事項を超えた事項（「発展的な学習内容」）を取り上げる際に、生徒の負担過重とならないよう適切な配慮がなされていること。

５　その他特に必要とする事項

　(1) 内容が最近の学問的成果を反映したものであること。
　(2)・(3)・(4) 省略
公民

３　構成・排列

(1)・(2) 省略
(3) 基礎的・基本的な事項が適切に排列されていること。

(4) ＜地理・歴史に同じ＞
外国語

２　選択・扱い

　(1) 学習指導要領に照らして不適切なところ、その他生徒が学習する上に支障を生じるおそれのあるところがないこと。

　(2)・(3) 省略
家庭 (普通教科・専門教科)

情報（普通教科）

４　正確性及び表記・表現

　(1)～(7) 省略
　(8) 特に人権尊重教育を推進する観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。


情報（専門教科）
４　正確性及び表記・表現

　(1)～(7) 省略
　(8) 特に人権尊重教育を推進する観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。


	総則

２　教科書の採択

　　文部科学省検定済教科書は、通常、１種目について数種類発行されているので、これら複数発行されているものの中から、学校で使用する教科書を決定する必要がある。このように、１種類の教科書を選び出す行為を採択といい、府立学校で使用する教科書の採択は府教育委員会が行うこととなっている。

　　したがって、府教育委員会が採択を行うに当たり、各学校においては校内に調査研究機関を設け、教育課程の計画に基づき、文部科学大臣が作成した「教科書目録」に登載されているものの中から、種目ごとに適切な教科書を選定すること。

　　なお、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学大臣が著作の名義を有する教科用図書がない場合には、学校教育法施行規則第８９条の規定により、他の適切な教科用図書を使用できることとなっているので、「大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則」第７条の規定に基づき、あらかじめ、書名、定価等を教育委員会に届け出ること。

４　採択の公正確保

(３)教科書業界の自主規制

教科書業界において、公正確保に関する諸規則が円滑に実施されるよう、教科書発行者、教科書供給業者等により、「教科書公正取引協議会」が設立され、「教科書公正取引実施細則」を定めている。

社団法人教科書協会も、平成１９年１月、「教科書宣伝行動基準」を定めている。

具体的内容については、文部科学省からの通知文「平成２７年度使用教科書の採択について（通知）」及び社団法人教科書協会の「教科書宣伝行動基準」を参照すること。

５　各教科の使用教科書の選定

　　各教科における使用教科書の選定に当たっては、以下の点に留意すること。

●生徒の実態に即した学習指導の在り方等について共通理解を図り、学校としての選定方針を明確にすること。

●人権尊重の立場に立って、偏見や差別意識を助長する表記・表現、挿絵、写真等がないかどうかについて各教科書の内容を十分に調査すること。

●障がいその他の特性の有無にかかわらず、読みやすいものになっているかどうかを調査すること。
●「教科書選定に当たっての基本的留意事項」、「教科書選定に当たっての調査項目とその留意事項」を参考として、教科担当者全員による協議の上、選定すること。

国語
４　正確性及び表記・表現

　(5) 特に人権尊重の観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。

地理・歴史
３　構成・排列

　(1)・(2)・(4) 省略

　(3) 基本的な事項・事柄が適切に排列されていること。
(4) 生徒の理解や習熟の程度に応じ、学習内容を確実に身につけることができるよう、学習指導要領に示す内容及び内容の取扱いに示す事項を超えた事項（「発展的な学習内容」）を取り上げる際に、生徒の負担過重とならないよう適切な配慮がなされていること。
５　その他特に必要とする事項

　(1) 内容が最近の学問的成果による検証に耐え得るものであること。
(2)・(3)・(4) 省略

公民

３　構成・排列

(1)・(2) 省略
(3) 基礎的・基本的な事項・事柄が適切に排列されていること。

(4) ＜地理・歴史に同じ＞
外国語

２　選択・扱い

　(1) 学習指導要領に照らして不適切なところ、その他生徒が学習する上で支障を生じるおそれのあるところがないこと。

　(2)・(3) 省略
家庭 (共通教科・専門教科)

情報（共通教科）

４　正確性及び表記・表現

　(1)～(7) 省略
　(8) 特に人権尊重の観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。

情報（専門教科）
４　正確性及び表記・表現

　(1)～(7) 省略
　(8) 特に人権尊重の観点から不適切な教材や表記・表現がないこと。
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